
一時借入金の状況
会計 金額

企業会計 病院事業 3億6,000万円
※一時借入金とは、一会計年度内に現金が不足し
　た場合に借り入れるお金です。今年度の３月
　31日までに償還しなければならないものです。

市債現在高
会計 金額

一般会計 337億3,429万円

特別
会計

介護保険事業 2,006万円
温泉事業 554万円

企業
会計

病院事業 155億9,552万円
水道事業 97億5,898万円
下水道事業 238億7,226万円

特別会計
会計 国民健康保険事業 地方卸売市場事業 後期高齢者医療 介護保険事業 温泉事業

予算現額 76億9,907万円 3,337万円 5億1,782万円 59億4,775万円 １億866万円
収入済額 27億6,583万円 1,556万円 1億8,504万円 27億3,897万円 9,695万円
収入率 35.9％ 46.6％ 35.7％ 46.1％ 89.2％

支出済額 32億1,824万円 1,050万円 1億8,601万円 23億3,276万円 990万円
執行率 41.8％ 31.5％ 35.9％ 39.2％ 9.1％

企業会計

会計
収入 支出

予算現額 収入済額 収入率 予算現額 支出済額 執行率

病院
事業

収益的 72億6,660万円 39億9,264万円 54.9％ 86億2,973万円 34億6,569万円 40.2％
資本的 6億6,174万円 2億7,030万円 40.8％ 7億4,105万円 3億6,873万円 49.8％

水道
事業

収益的 15億9,995万円 7億7,335万円 48.3％ 16億6,668万円 3億4,218万円 20.5％
資本的 ３億3,067万円 1,927万円 5.8％ 11億4,358万円 3億2,890万円 28.8％

下水道
事業

収益的 20億2,101万円 11億561万円 54.7％ 22億8,418万円 5億8,125万円 25.4％
資本的 14億4,741万円 1億2,092万円 8.4％ 22億5,972万円 6億7,763万円 30.0％

一般会計・特別会計の財産

土地
1,378万1,563㎡

建物
28万8,530㎡28万8,530㎡

出資金
2億9,759万円

有価証券
4,280万円4,280万円

財政調整基金
山林　264万153㎡山林　264万153㎡
有価証券　235万円有価証券　235万円
現金　19億880万円現金　19億880万円

◆平成23年度予算執行状況

一般会計（歳入・歳出とも平成22年度からの繰越分を含む）

市民１人当たり ６万7,045円（市税収入済額÷人口）
１世帯当たり　 16万3,462円（市税収入済額÷世帯数）

市民１人当たり 19万3,748円（歳出の支出済額÷人口）
１世帯当たり　 47万2,378円（歳出の支出済額÷世帯数）

300

44 億 876 万円  70.0％44 億 876 万円  70.0％

市債

地方譲与税等

県支出金

国庫支出金

地方交付税

その他

市税 62億 9,803 万円

20億 8,591 万円

104 億
6,570 万円

43億 7,764 万円

22億 4,270 万円

33億 4,849 万円

12億 803 万円

60 90 120 億円

5億 8,774万円  28.2％ 

5 億 4,037 万円  16.1％ 

 5億9,717万円  49.4％

73 億 5,842 万円  70.3％ 73 億 5,842 万円  70.3％ 

20億 6,004万円  47.1％ 

300

6億4,648万円  50.7％ 

その他

公債費

教育費

消防費

土木費

農林水産業費

衛生費

29億 4,990 万円

11億 4,153 万円

27億 3,591 万円

95億
8,805 万円

12 億 7,546 万円

31億 2,998 万円

50 75 100 億円

12億3,460万円  31.5％ 12億3,460万円  31.5％ 

4億3,785万円  38.4％ 

10億6,655万円  36.2％ 

38億 6,952万円  40.4％38億 6,952万円  40.4％民生費

総務費 39億 2,198 万円

16億8,429万円  53.8％ 16億8,429万円  53.8％ 

 8億 3,538万円  55.0％

10億6,176万円  38.8％ 

19 億 410 万円  50.6％ 

15 億 1,945 万円

37億 6,424 万円

市税と歳出を
市民１人当たり、
１世帯当たりにすると

歳出

市税

予算現額    300億2,650万円
収入済額 　155億5,250万円（収入率51.8％）

歳入
予算現額    300億2,650万円
支出済額 　127億4,053万円（執行率42.4％）

歳出
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健
全
化
判
断
比
率
と
は
、
地
方
公
共

団
体
の
財
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況
を
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観
的
に
表
し
、

財
政
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期
健
全
化
や
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判
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た
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ず
れ
か
が
早
期
健
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。

　

市
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け
る
平
成
22
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決
算
に

基
づ
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４
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次
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と
お
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で
、
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を
下
回
っ
て
い
ま
す
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公
営
企
業
の
資
金
不
足
比
率
で
は
、

全
て
の
会
計
で
国
の
定
め
る
基
準
を
下

回
っ
て
い
ま
す
。
平
成
21
年
度
は
病
院

事
業
会
計
が
基
準
を
上
回
っ
て
い
ま
し

た
が
、
一
般
会
計
か
ら
資
金
不
足
額
の

全
額
を
病
院
事
業
会
計
に
繰
り
出
し
た

こ
と
に
よ
り
、
資
金
不
足
は
解
消
さ
れ

ま
し
た
。

平成22年度健全化判断比率　　　　　　　　　　 （％）
区分 平成22年度決算 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 － 12.56 20.00
連結実質赤字比率 － 17.56 35.00
実質公債費比率 15.4 25.0 35.0
将来負担比率 121.3 350.0

公営企業の資金不足比率　　　　　　（％）
区分 平成22年度決算 経営健全化基準

水道事業会計 － 20.0
下水道事業会計 － 20.0
病院事業会計 － 20.0
温泉事業特別会計 － 20.0
地方卸売市場事業特別会計 － 20.0
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。
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結
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一
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将
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。
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■
基
金
現
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高
の
推
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高
の
内
訳

　

市
の
貯
金
に
当
た
る
基
金
は
、
昨
年
度
に
比
べ
約

３
億
円
増
加
し
、
特
定
目
的
の
基
金
を
除
く
と
約
28
億

円
で
す
。

　

市
の
借
金
で
あ
る
市
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の
残
高
は
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昨
年
度
と
比
べ

る
と
約
９
億
円
減
少
し
、
約
３
５
３
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に
な
っ
て
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す
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ま
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43
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５
３
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も
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定
目
的
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新
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づ
く
り

　

に
活
用
す
る
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め
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ち
づ
く
り
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金
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け
る
高
齢
者
の
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祉

　

の
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進
を
図
る
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め
の
地
域
福
祉
基

　

金
な
ど
12
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定
目
的
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が

　

あ
り
ま
す
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と
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す
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ら
れ
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臨
時
財
政
対
策
債
▼
財
源
不
足
を
補
て

　

ん
す
る
た
め
、
借
り
入
れ
す
る
市
債
。

　

償
還
に
要
す
る
費
用
は
後
年
度
の
地

　

方
交
付
税
で
措
置
さ
れ
る
た
め
、
実

　

質
的
に
は
地
方
交
付
税
の
代
替
財
源

　

と
い
え
ま
す
。

60 億円10 30200 5040

財政調整基金
12億 858 万円

減債基金
15億 5,670 万円

その他特定目的基金
29億 407 万円

56 億
6,935 万円

42 億 1,826 万円平成 20年度

平成 21年度

平成 22年度

13億 4,230 万円

9億
9,077 万円

9億
7,354 万円 22億 5,395 万円

12億 5,796 万円
53 億
8,773 万円27億 8,747 万円

基金現在高の推移

1000

353 億
4,667 万円平成 22年度

200 300 400 億円

合併事業債 31億 9,540 万円

土木債
153億 1,044 万円

農林水産債 27億 1,610 万円 教育債 18億 904 億円

臨時財政対策債
82億 9,121 万円

※その他は保健衛生、公営住宅、災害復旧など

その他
40億
2,448 万円

市債の現在高
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用
語
の
説
明

用
語
の
説
明

平成23年９月30日現在の人口65,758人、
世帯数26,971世帯で算出

※平成23年９月30日までの収入・支出済額


